
 

＜報道発表資料＞ 

（市政同時） 

令和７年７月１１日 

京都市教育委員会事務局  

体 育 健 康 教 育 室 

 

（仮称）京都市学校給食センター整備運営事業の落札者決定 

 

このたび、（仮称）京都市学校給食センター整備運営事業検討委員会の審議を経て、以下のとおり落札

者を決定しました。 

 

【背景と目的】 

本市では、平成１２年度から選択制中学校給食を実施し、この間、その充実に努めていましたが、共働

き世帯の増加など家庭環境が変化する中、令和５年１月、子育て環境や教育環境の一層の充実を図るた

め、全員制中学校給食の実施に向けて検討を進めることとしました。専門の調査会社による調査や、学識

経験者・PTA 代表等からなる検討会議での議論、議会からいただいた御意見等を踏まえ、給食センター

方式を中心に、一部民間調理場も取り入れながら、令和１０年の夏休み明けからの開始に向けて準備を

進めています。 

給食センターの整備運営事業については、PFI 手法により、設計・建設・維持管理・運営業務を包括的

に「性能発注」することで、最新の民間技術や経営ノウハウ等を活用し、サービスの向上、経費削減、財

政負担の平準化を図ります。 

事業者選定に当たっては、学識経験者等で構成する検討委員会における審議結果を基に落札者を決定

しました。 

 

【結果概要】 

● 落 札 者 東洋食品グループ 

     株式会社東洋食品（代表事業者）、株式会社類設計室、株式会社フジタ、 

     三和建設株式会社、株式会社岡野組、株式会社オーエンス、 

株式会社エス・ティ・アイ、株式会社アイホー、日本調理機株式会社、 

     株式会社生研、NEC キャピタルソリューション株式会社 

● 落 札 額 39,758,738,490 円（税抜） 

       43,689,933,969 円（税込） 

● 審査結果 

 

 

 

性能点（700 点） 価格点（300 点） 総合評価点（1,000 点） 

489.5 300 789.5 



 

＜選定経過、審査結果について＞ 

選定経過や審査体制、各評価項目の評価点等の詳細については、京都市教育委員会ホームページに掲載

の「（仮称）京都市学校給食センター整備運営に関する客観的な評価結果公表について」及び「（仮称）京

都市学校給食センター整備運営事業 審査講評」を御覧ください。 

・京都市教育委員会 HP「（仮称）京都市学校給食センター整備運営事業について」 

 https://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000333811.html 

 

（参考）委員一覧（五十音順・敬称略） 

   

 

 

 

 

 

 

（参考）提案イメージパース図（南西から見た図） 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本図は、参考資料として提出されたものであり、実際のイメージとは異なる場合があります。 

 

＜今後の予定＞ 

令和 ７年 ８月    落札者との基本協定締結、落札者設置の特別目的会社と仮契約締結 

令和 ７年１０月下旬  京都市会の議決により事業契約締結 

令和 ７年１０月下旬～ 設計・建設（約３２か月間） 

令和１０年 ６月    所有権移転 

令和１０年 ７月～   開業準備 

令和１０年 ８月下旬  供用開始 

令和２５年 ７月    事業期間終了 

 

＜お問合せ先＞ 

京都市教育委員会事務局 

体育健康教育室 全員制中学校給食推進担当 

電話：０７５－５８５－４８８８ 

分野等 氏名 所属・役職等 

PFI 北詰 恵一 関西大学 環境都市工学部 教授 

財務 小林 由香 清心税理士法人 御池事務所 税理士 

建築 近本 智行 立命館大学 理工学部 建築都市デザイン学科 教授 

栄養 中山 玲子 京都女子大学 副学長（名誉教授） 

都市計画 松島 格也 京都大学 防災研究所 特定教授 


